
平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 04

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

16 13 100 3 3 3

産業政策課長
道辻　正信

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 16 12 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 16 12 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

50,000 5 100 3 3 3

産業政策課長
道辻　正信

□ □ （ 円 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 50,000 6 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 円 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ ） （ ） （ ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

330 1 100 3 3 3

産業政策課長
道辻　正信

□ □ （ 戸 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 330 1 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 戸 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 330 1 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 戸 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

330 31 74 3 3 3

産業政策課長
道辻　正信

□ □ （ 戸 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 330 33 70

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 戸 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 330 18 70

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 戸 ） （ 件 ） （ ％ ）

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

事務事業名 指標 指標 指標

3 8,491 9,781

委員定数
総会開催
数

9,312

にぎわいと活力あふれるまち 施策番号・名
新たな活力を生み出す産業の振興

と消費生活の向上
基本事業番号・名 04-01 都市農業の活性化

外部評価

04-01-01

産業政策課
農業委員会農業係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
農業者及び農地・農業に関わ
る市民・農業委員

事業費、人件費

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

現状維持

事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

農業委員会等に関する法律、東久留米市農業委員会事務処理規定
9,723 1,229 19,504

有効性 効率性 達成度

8,108 10,136 19,499

達成度

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

農業委員１６名により「東久
留米市農業振興計画」の基本
目標を推進する。

評価：
農業委員会は農業委員会等に関する法律で定められ
た組織であり、農業者や地域の声を結集し、農地・
構造・経営対策を積極的に推進することによって、
農業・農村の発展と農業者の経営確立、さらに社
会・経済の発展をめざしており、特に首都圏におい
ては都市農業の振興と農地の保全を図る責務も果た
している。

方向性：政府が具体化を進める農業改革の中に農業
委員会の見直しがあり、次回（平成29年）は新たな
法のもとで農業委員を選出する見込みである。平成
28年度は、これに向けた準備を進める。

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

都市農業をどのようにして
守っていくかが、首都圏では
重要な課題である。農地の持
つ多面的機能を、農業者及び
市民に認識させる。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

意図

51 101

農業委員会事務

要綱等

9,363 1,251 4

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

8,277 9,870 19,182

小平市 東村山市

1,030 5

清瀬市

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

50

会長が他団体との交流や会議
出席に際して必要な経費を支
出する。

50

総会開催
数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

（市）農業委員会交際費運用基準

方向性：政府が具体化を進める農業改革についての
情報収集をはじめ、今後ますます他団体との交流や
会議出席における情報交換の重要性が高まってい
る。

評価：農業委員会会長は、農業委員の代表として各
種農業団体の会議に出席し、情報交換や他団体との
交流を積極的におこなっており、重要な役割を果た
している。

要綱等

50 49 99

有効性 効率性

対象

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容
農業委員会会長の交際費用

29743

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

04-01-02

産業政策課
農業委員会農業係

自主的 義務的 努力義務的

農業委員会会長交
際事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

農業委員会会長

交際費用
金額

交際費が
必要な会
議・交流
会の回数

他の農業
団体との
情報交換
度

50

根拠
法令
等

補助
事業

小平市

04-01-03

産業政策課
農業委員会農業係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

農業委員会だより
発行事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
市の農業行政及び農業委員会
活動等の情報を農業者と市民
にに広く伝える。 247

43 254

東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

達成度

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

農業委員会だより編集委員と
農業委員会事務局が中心とな
り、年1回農業に関する情報
誌を発行する。

評価：農業委員会の活動内容・計画をはじめ、都市
農業を取り巻く情勢や政府が具体化を進める農業改
革にともなう各種法改正など、農業者にとって重要
な情報を周知する手段として定着している。

要綱等

45 245 290

有効性 効率性

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

農業委員会等に関する法律、東久留米市農業委員会事務処理規定
45

対象 農業者・市民

農家戸数 発行回数
農家への
配布率

方向性：農業委員会の活動内容等を伝える役割に加
え、政府が具体化を進める農業改革の情報を正確か
つ分かりやすく農業者に伝えていくために農業委員
会だよりの発行はこれまでどおり必要である。指定管理 その他（　　　　　　　  ）

43 43

意図
都市農業の振興及び農地の保
全

1,235

77

達成度

行政補完的(改正実施年度　　年度)

290

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

73

対象 農地・農業に関わる市民

農家戸数
研修開催
件数

参加した
研修の割
合

根拠
法令
等

方向性：政府が具体化を進める農業改革の中に農業
会議の制度移行が盛り込まれているが、今後もこれ
までと同様の役割を果たす見込みで、賛助会員加入
の意義がある。

補助
事業

□ 該当

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

44 44

1,374 1,45177

政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

農業委員及び農業委員会事務
局職員に対する情報提供と研
修会等実施

評価：農業生産力の向上及び農業経営の合理化、後
継者や認定農業者の育成など、東京都農業会議の果
たしている役割は大きく、賛助会員として加入する
ことは意義がある。

73 1,326 1,399

有効性 効率性

1,279

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

04-01-04

産業政策課
農業委員会農業係

自主的 義務的 努力義務的

東京都農業会議参
画事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

要綱等

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 04

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

事務事業名 指標 指標 指標

にぎわいと活力あふれるまち 施策番号・名
新たな活力を生み出す産業の振興

と消費生活の向上
基本事業番号・名 04-01 都市農業の活性化

外部評価

事業費、人件費

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

12 3 100 3 3 3

産業政策課長
道辻　正信

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 12 3 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 12 3 100

近隣市
状況

□ ■ □ □ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

3 31 31 3 3 3

産業政策課長
道辻　正信

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 3 31 31

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 3 15 15

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

10 25 100 3 3 3

産業政策課長
道辻　正信

□ ■ （団体） （ 回 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 11 25 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （団体） （ 回 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 11 25 100

近隣市
状況

■ □ □ ■ □ （団体） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

47 239 47 5 3 4

産業政策課長
道辻　正信

□ ■ （ 戸 ） （ 個 ） （ 戸 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 35 197 35

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 戸 ） （ 個 ） （ 戸 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 47 245 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 戸 ） （ 個 ） （ ％ ）

産業政課
農政係

231138

04-01-05

産業政策課
農業委員会農業係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

農業に関する調査
事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

市における農業振興の円滑な
推進を図るための調査やアン
ケートを行う場合、協力員を
依頼する。配布物の配布も依
頼する。

83

138 93

達成度

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

農業委員会選挙人名簿の申
請・回収。
農家アンケート、農業委員会
だより、その他農業情報に係
る資料を配布

評価：農業委員選挙人名簿の申請書の回収率を高め
るためには、農業振興協力員による対応が効率的・
効果的である。また、市における農業振興の円滑な
推進を図るための調査やアンケートを行う場合、協
力員を依頼する。

要綱等

138 90 228

有効性 効率性

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

（市）東久留米市産業事務協力者設置規程
138

対象
東久留米市農業振興協力員
（支部長）

協力員の
人数

依頼回数
名簿等の
回収率

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容
農業行政事務

評価：農政に関する国や東京都の制度説明、農地法
等の法制度改正、農政に関する各種調査など、農政
事務を処理するための情報収集に必要となってい
る。

要綱等

東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：現行の農業委員会等に関する法律により、
農業委員選挙に投票する意思のある農業者は選挙人
名簿登載申請書を提出する必要がある。投票意思の
ある方からの申請書を漏れなく回収するために、農
業振興協力員が果たす役割は大きい。また、各種ア
ンケート等の回収率を100％に保っている。

対象 農政事務に従事する職員

農政事務
従事職員
数

会議開催
回数

成果の見
込めた会
議の開催
数

根拠
法令
等

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

138 138 221

小平市

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

04-01-06

義務的 努力義務的

農政事務連絡会議
参画事業

給付
事業

□ 該当

要綱等
方向性：政府が具体化を進める農業改革や東京都が
申請する予定の農業特区等についての情報収集のた
めに必要。

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

5

自主的

指定管理 その他（　負担金  ）

8 8

3,296 3,3048

達成度

5 3,180 3,185

有効性 効率性

2,970

意図
都市農業の振興及び農地の保
全のための会議参加

2,962

8

補助
事業

■ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度26年度)

手段
・

内容

農業生産者が使用する生分解
マルチシート及び性フェロモ
ン剤の購入に係る経費の一部
を補助する。

評価：環境保全農業の推進のために補助金が果たす
効果が大きい。補助金が無ければ導入に踏み切らな
かった可能性は高い。

要綱等

600 530 1,130

有効性 効率性

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

(市）環境保全型農業推進事業補助金交付要綱
600

対象 農業者

環境保全
推進農家

購入した
マ ル チ
シート・
フェロモ
ン剤の個
数

環境保全
農 業 を
行った農
家数

根拠
法令
等

方向性：環境に配慮した農業を行うためにはコスト
が嵩んでしまうため、厳しい経営環境の農家にとっ
て補助金が無ければ環境保全農業には踏み切れない
ため、今後も継続が必要。指定管理 その他（　　　　　　　  ）

600 600

550 1,150600

意図

微生物が分解できるマルチ
シートと農薬に代わる害虫防
除法である性フェロモン利用
により、環境に優しい農業を
促進する。

494

600

達成度

(市）環境保全型農業推進事業補助金交付要綱

1,094

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

04-01-08

産業政策課
農政係

自主的 義務的 努力義務的

環境保全型農業推
進支援事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

東久留米市農業連絡協議会に
加入する団体がおこなう補助
対象事業の経費の一部を補助
する。要綱等

1,110 530
評価：本補助金により、市内各種農業関連団体が相
互交流や品評会出品、イベント等での即売会、新技
術研究、先進地視察等をおこなっており、本市の農
業振興において効果が認められる。

1,640

有効性

補助対象
農業者関
連団体

講演会・
視察
研修会回
数

事業の効
果があっ
たと報告
する団体
の割合

1,604

清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：都市農業は、経営環境の悪化や近隣の苦
情、鳥獣被害による生産性の低下等により、極めて
厳しい状況下におかれている。一方、都市農地は生
産、教育、防災、景観などの機能を有しており、本
市まちづくりの上で重要な位置づけとなっており都
市農業の振興のため本補助金は必要不可欠といえ
る。

04-01-07

産業政策課
農政係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

農業関係団体活動
支援事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

市内農業者関連団体が行う事
業（研修・講習会、社会貢献
活動、品評会出品、先進地視
察等）に必要な経費を補助す
る。

494

1,110

小平市 東村山市

補助
事業

■ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度26年度)

手段
・

内容

指定管理 その他（　補助金 ）

1,110 1,110

550 1,6601,110

(市）農業連絡協議会補助金交付要綱

達成度効率性

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

(市）農業連絡協議会補助金交付要綱
1,110

対象
東久留米市農業連絡協議会
（市内農業者関連団体が加入
する協議会）

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 04

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

事務事業名 指標 指標 指標

にぎわいと活力あふれるまち 施策番号・名
新たな活力を生み出す産業の振興

と消費生活の向上
基本事業番号・名 04-01 都市農業の活性化

外部評価

事業費、人件費

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

19 5 100 3 3 3

産業政策課長
道辻　正信

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 19 5 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 19 5 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

54 5,250 100 3 3 3

産業政策課長
道辻　正信

■ □ （団体） （ 袋 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 46 5,130 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （団体） （ 袋 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 44 4,760 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （団体） （ 袋 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

43 13 100 3 3 3

産業政策課長
道辻　正信

□ ■ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 47 9 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 49 10 100

近隣市
状況

■ ■ ■ □ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

578 578 100 3 5 4

産業政策課長
道辻　正信

□ □ （ 件 ） （区画） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 578 578 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （区画） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 578 578 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （区画） （ ％ ）

04-01-09

産業政策課
農政係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

北多摩地区農業委
員会参画事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

農業委員会が円滑に活動でき
るよう、情報交換・調査研究
をして北多摩地区の農業の発
展を図る。 1,235

169

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

負担金の支出、研修講習会、
検討会への参画

評価：農業委員会活動を円滑に進めるためには北多
摩地区の連合会に加盟し、そこで情報を得ることや
他団体との交流は意義がある。

要綱等

169 1,325 1,494

有効性 効率性

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

169

対象
農業委員及び農業委員会事務
局職員

農業委員
及び事務
局職員

開催回数

参加し成
果のあっ
た会議等
回数/会議
等回数

1,389

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：今後も農業委員会活動を円滑に進めるため
に、北多摩地区の連合会に加盟し、そこで得られる
情報や他団体との交流は必要である。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

154 154

1,374 1,543169

達成度

補助
事業

■ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度26年度)

手段
・

内容

東久留米市の営農団体におけ
る有機質堆肥の購入

評価：有機堆肥を使用して安全で安心な農産物を消
費者に供給することは、食の安全を守るために欠か
せないことである。

要綱等

700 212 912

有効性 効率性

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

（市）有機農業推進事業補助金交付要綱
700

対象 有機質堆肥の購入営農団体

有機堆肥
購入事業
を行って
いる団体
数

有機堆肥
数

有機堆肥
を使用し
て化学肥
料が減少
した農家
数/有機堆
肥を使用
している
農家数

根拠
法令
等

方向性：有機堆肥に利用にはコストが嵩むため、補
助金が果たす役割は大きい。

指定管理 その他（　補助金  ）

700 700

220 920700

意図 有機・低農薬農業を育成する

198

700

達成度

（市）有機農業推進事業補助金交付要綱

04-01-11

産業政策課
農政係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

認定農業者補助事
業

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
認定農家が行う事業に対して
支援措置を講じるもの

823

100

898

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

04-01-10

産業政策課
農政係

自主的 義務的 努力義務的

有機農業推進支援
事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

補助
事業

■ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度26年度)

手段
・

内容

認定農業者で組織する「東久
留米市認定農業者の会」が実
施する事業に必要な経費の一
部を補助する。

評価：都市農業の経営と発展を目指した認定農業者
の様々な活動に対して補助を行っており、成果が得
られている。

要綱等

100 885 985

有効性 効率性

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

(市）認定農業者補助金交付要綱
100

対象
農業の実施計画を基に認定す
る「認定農業者」

認定農業
者数

事業及び
視察研修
の実施回
数

事業実施
により目
的を達成
した回数
（割合）

923

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：今後も都市農業の発展のためには認定農業
者の活動を補助していくことが必要。

指定管理 その他（　補助金  ）

100 100

917 1,017100

達成度

(市）認定農業者補助金交付要綱

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

農地を借り上げて区画を作り
市民農園として希望者に提供
する。

評価：市民農園は利用希望者が区画数を上回る状況
で、利用者は「市民が園芸を通じて土に親しみ、家
族ぐるみで生産の喜びを味わい、また市民相互の交
流を深めて豊かな余暇生活を実現する」という主旨
の理解を得ている。

要綱等

766 4,416 5,182

有効性 効率性

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

（市）東久留米市市民農園設置運営要綱
766

対象 東久留米市民

募集応募
数

区画数

農園利用
者により
生産の喜
び を 感
じ、都市
農業を理
解してい
る割合

根拠
法令
等

方向性：今後も事業を継続し、農業に触れ合う機会
を市民に提供していく。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

905 905

4,576 6,6972,121

意図

市民が園芸を通じて土に親し
み、家族ぐるみで生産の喜び
を味わい、また市民相互の交
流を深めて豊かな余暇生活を
実現するため

4,114

2,121

達成度

5,019

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

04-01-12

産業振興課
農政係

自主的 義務的 努力義務的

農業とふれあう場
確保事業（市民農
園）

給付
事業

□ 該当

要綱等

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 04

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

事務事業名 指標 指標 指標

にぎわいと活力あふれるまち 施策番号・名
新たな活力を生み出す産業の振興

と消費生活の向上
基本事業番号・名 04-01 都市農業の活性化

外部評価

事業費、人件費

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

12 19 22 5 5 5

産業政策課長
道辻　正信

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 12 38 5

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 12 40 5

近隣市
状況

□ □ □ □ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,610 7 100 3 5 4

産業政策課長
道辻　正信

□ ■ （ 人 ） （トン） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 116,410 5 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （トン） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 116,015 4 100

近隣市
状況

□ □ □ □ □ （ 人 ） （トン） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,610 30,000 26 3 5 4

産業政策課長
道辻　正信

□ ■ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 116,410 30,000 26

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 116,015 30,000 26

近隣市
状況

■ ■ ■ □ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

04-01-13

産業振興課
農政係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

地域産業推進協議
会運営事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

市の資産である湧水、河川、
農産物を活用し、シティセー
ルスをおこなうとともに、イ
ベント実施により集客・経済
効果に期待する。

6,912

1,188

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

地域産業振興会議の活動報告
を受け、産業振興事業を実施
する。

評価：26年度以降も、協議会において市内の事業者、及び
内外の有識者等を交えた協議を通して、シティーセール
ス・産業振興に結び付く事業の企画・推進を行う。平成26
年8月で第3回の協議会は終了し、26年10月からは、新たな
メンバーで、第4回の地域産業推進協議会をスタートした。
第3回の協議会で生まれた取り組みの多くは、住民や事業者
による自主的な運営となった。今後は、企画・推進内容に
応じた企画推進事業部の設置など効率的な運営を行うこと
を検討する。事業費は、委員謝金、消耗品費、印刷製本費
など。

要綱等

1,225 3,254 4,479

有効性 効率性

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

（市）東久留米市地域産業推進協議会設置要綱
1,225

対象
市内の資源で産業振興及びシ
ティセールスに結びつくもの

委員・幹
事数

会議開催
回数

提案され
た 事 業
（実現可
能 な も
の）

8,260

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：第3回までに検討された農業・商工・観光
推進の取り組みは維持しつつ、第4回の協議会で
は、さらなる地域活力の向上をはかるために、新た
な産業の創出・育成について企画・推進していくこ
とを検討する。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

1,348 1,348

7,098 8,2861,188

財政健全経営計画実
行プラン個別項目
「地元産業の安定化
や活力の向上等」達成度

補助
事業

■ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度26年度)

手段
・

内容

東久留米柳久保小麦の会に対
して補助金を支出する。

要綱等

100 408 508

有効性 効率性

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

（市）東久留米市柳久保小麦に関する事業補助金交付要綱
100

対象 東久留米柳久保小麦の会

市の人口
柳久保小
麦の生産
高

柳久保小
麦利用率

根拠
法令
等

指定管理 その他（　補助金　  ）

500 500

2,941 3,341400

意図
市の特産品「柳久保小麦」の
生産を支援し、種の保存に寄
与する。 2,638

400

達成度

東久留米市地域産業推進協議会設置要綱

評価：柳久保小麦を中心とした農産物のブランド化
を進めるために補助金を活用してきた。最近では、
小麦の生産量も増えてきている。

方向性：会の運営上、人手不足の状況はあるもの
の、小麦の生産量が増えてきており自立した運営と
なってきており、行政からの補助は縮小方向を考え
ている。

縮小

04-01-15

産業政策課
農政係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

市民みんなのまつ
り（農業祭）事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

祭りを透して、市民に市内の
農業をＰＲし、各種イベント
等により市民老若男女に楽し
んでもらう。 2,468

1,800

3,138

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

04-01-14

産業政策課
農政係

自主的 義務的 努力義務的

農畜産物ブランド
化支援事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

補助
事業

■ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度26年度)

手段
・

内容

市が後援し、ＪＡと商工会が
隔年で実施する市民祭りへの
補助

評価：市民みんなのまつり（農業祭）事業と同日開
催している市内最大のイベントになっている。年々
事業規模が大きくなり来場者数も増加しており、市
内商工業の振興に資するものである。

要綱等

1,780 796 2,576

有効性 効率性

前年度において

示した方向性
その他

28年度以降
方向性

その他

(市）東久留米市市民みんなのまつり（農業祭）補助金交付要綱
1,780

対象
東久留米市市民みんなのまつ
り実行委員会

市の人口 参加者

市民人口
における
市民みん
なのまつ
りに参加
した割合

4,268

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：事業規模の拡大に伴い必要経費も増加傾向
にあるが、ボランティアの活用や効率的な運営によ
り人件費や事業費の抑制に努めているところであ
る。駐輪場や駐車場、道路の確保や警備、安全面で
の課題も多く合わせて検討する必要がある。

指定管理 その他（　補助金  ）

1,800 1,800

1,785 3,5851,800

達成度

(市）東久留米市市民みんなのまつり（農業祭）補助金交付要綱

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市


